
１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

　農業従事者の高齢化・後継者不足により将来的な遊休農地の増加が懸念されるため、地域の中心的経営体となり得る、新たな担い手の育成及び確
保が急務である。

土浦市

（備考）

３２．２５ｈａ④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

平成２４年１０月２３日

土浦南地区
（乙戸小学校地区）

（荒川沖小学校地区）
（中村小・東小学校地区）

（下高津小学校地区）
（第二小学校地区）
（右籾小学校地区）

（大岩田小学校地区）

人・農地プラン

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

１１９．８９ｈａ

ｈａ

５８９．９３ｈａ

３２３．３４ｈａ

①地区内の耕地面積

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 １６８．０８ｈａ

直近の更新年月日

令和５年３月２4日

作成年月日市町村名 対象地区名（地区内集落名）



　水田については、畦畔除去による区画拡大など、集約化の進展を促す方策を検討する。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　農地中間管理機構の活用により、地域の中心経営体への集積・集約を推進していくほか、茨城県農業参入等支援センターとの連携により、農業への
参入を希望する法人の受け入れも検討していく。

　再生可能な遊休農地の掘り起こしを行い、農地中間管理機構などの関係機関との連携により、中心経営体とのマッチングや新規就農希望者の受け
入れを推進する。

　畑については、「茨城かんしょトップランナー産地拡大事業」を活用し、県が生産拡大を支援しているかんしょ農家の受け入れを促進する。

　現在は耕作されているが、近い将来の耕作者が未定の農地について、農地中間管理機構との連携により、中心経営体や新規就農希望者とのマッチ
ングを推進する。



１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

①地区内の耕地面積 ９２８．６４ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 ６４０．９９ｈａ

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 ３０４．８４ｈａ

人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

土浦市

土浦北地区
（土浦小学校地区）
（真鍋小学校地区）
（都和小学校地区）

（都和南小学校地区）

平成２４年１０月２３日 令和５年３月２4日

（備考）

　農業従事者の高齢化・後継者不足により将来的な遊休農地の増加が懸念されるため、地域の中心的経営体となり得る、新たな担い手の育成及び確保
が急務である。

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 １７９．６２ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 ７９．６８５ｈａ



３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　農地中間管理機構の活用により、地域の中心経営体への集積・集約を推進していくほか、茨城県農業参入等支援センターとの連携により、農業への参
入を希望する法人の受け入れも検討していく。

　現在は耕作されているが、近い将来の耕作者が未定の農地について、農地中間管理機構との連携により、中心経営体や新規就農希望者とのマッチン
グを推進する。

　再生可能な遊休農地の掘り起こしを行い、農地中間管理機構などの関係機関との連携により、中心経営体とのマッチングや新規就農希望者の受け入
れを推進する。

　水田については、畦畔除去による区画拡大など、集約化の進展を促す方策を検討する。

　畑については、「茨城かんしょトップランナー産地拡大事業」を活用し、県が生産拡大を支援しているかんしょ農家の受け入れを促進する。



１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 １２３．９９ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 ３４．５１ｈａ

人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

土浦市

上大津地区
（手野町）
（田村町）

（沖宿町・おおつ野）
（菅谷小学校地区）
（神立小学校地区）

平成２４年１０月２３日 令和５年３月２4日

①地区内の耕地面積 ９４６．２６ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 ５９８．７１ｈａ

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 ２０７．０４ｈａ

（備考）

　一部の耕作条件が悪い農地を除いて、水田（水稲・レンコン）の利用割合は高いものの、畑については、保全管理のみで無作付け状態の農地が多く、将
来的な荒廃化が懸念される。



　無作付け状態の畑については、「茨城かんしょトップランナー産地拡大事業」を活用し、県が生産拡大を支援しているかんしょ農家の受け入れを推進す
るほか、茨城県農業参入等支援センターとの連携により、農業への参入を希望する法人の受け入れも検討していく。

　現在は耕作されているが、近い将来の耕作者が未定の農地について、農地中間管理機構との連携により、中心経営体や新規就農希望者とのマッチン
グを推進する。

　水稲田については、畦畔除去による区画拡大など、集約化の進展を促す方策を検討する。

　再生可能な遊休農地の掘り起こしを行い、農地中間管理機構との連携により、中心経営体とのマッチングや新規就農希望者の受け入れを推進する。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針



１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

①地区内の耕地面積 １，２８０．６３ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 ８６６．０５ｈａ

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 ３１９．４４ｈａ

人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

土浦市

新治地区
（旧藤沢小学校地区）

（旧斗利出小学校地区）
（旧山ノ荘小学校地区）

平成２４年１０月２３日 令和５年３月２4日

（備考）

　農業従事者の高齢化・後継者不足により将来的な遊休農地の増加が懸念されるため、地域の中心的経営体となり得る、新たな担い手の育成及び確保
が急務である。

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 １７８．８１ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 ２０６．５２ｈａ



　農地中間管理機構の活用により、地域の中心経営体への集積・集約を推進していくほか、茨城県農業参入等支援センターとの連携により、農業への参
入を希望する法人の受け入れも検討していく。

　再生可能な遊休農地の掘り起こしを行い、農地中間管理機構などの関係機関との連携により、中心経営体とのマッチングや新規就農希望者の受け入
れを推進する。

　水田については、畦畔除去による区画拡大など、集約化の進展を促す方策を検討する。

　畑については、「茨城かんしょトップランナー産地拡大事業」を活用し、県が生産拡大を支援しているかんしょ農家の受け入れを促進する。

　現在は耕作されているが、近い将来の耕作者が未定の農地について、農地中間管理機構との連携により、中心経営体や新規就農希望者とのマッチン
グを推進する。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針


